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主たる業種
運輸業

該当 「る事業

者要件

″

「

京都府地球温暖化対策条例施行規貝じ第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規貝じ第10条第2号文は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して31000トン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 環境マネジメントシステムの推進により、燃料効率の7%向 上 (対純売上比)を 目指す。

推 進 体 制環境マネジメントシステムの推進体制に順ずる。

年度ことの具
体的な取紅及
び措置

工

トラック 省エネ述tr子瀬.ttの順守を徹底し、必要に応じて突技指率を行う
企Ht用にデジタルタコグラフを技着し、そのデータにより、スピートオーバー ア ィドリング、

し 披 状赳転などを酢切し、必要に応じて個別に指導を行う
月1口の省エネ避転チェックリストの活,]による啓壊tI動を行う

口Ⅲ段陀でTjtHE効率を考慮し 積 みあわせや分離配となどを駆使して効尊的な運行を行う

空ぷか

トラック

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

丞埠年度 (実績)

( ん) 年度
(二酸化炭素換録 〈t))

目楳年度 (計回 )

(/,)年度
〈二酸化炭菜換算 (1))

削減耳

(計画)
( % )

A事 業所等排出区分 20 t t 00 %

B輸 送車両排出区分 3187t 3187    t 00%

Cそ の他排出区分 O t 0 t %

リト出合計 t t %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分 日標年度 (計画)
〈二酸化炭素換第 (1))

ミ林の保全及び整備 (整TunlH) (政収品) t

府内産の木材の利用 (利 jil■) Inす 〈削減旦) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電捉) kTh (HJ渡生) t

〈然,(綸旦) 〈旧Ⅲjt氏) t

グリーン電力の購入 〈ltttn) ⅢⅢ減塁) t

削減量等合計 t

差弓itl,出量
〈排Ⅲl令Fi―削減事合Si)

基準年度 (実績) 日標年度 (計画) 削減率 (計画)
中l                  R,o7 t t〕●印    32070 t 0 %

特 記 事 項 肖社は2001年よりIS014001に取り組んでおり、2004年時点で既に7%のC02削減を達成しております。
現在では日標を、対走行距離 (C02排出量)か ら純売上比に変更しており、C02排出量は増加させないことを同標とさせ
ていただきました。

連  絡  先 担 当  部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

れ i

2

3

F亥当する日には レ Fllを記入してください。特定事来者以タトで山卜1夕Ⅲさ,1る事業材の方は レ印の記人は不要です_
fな対L年度Jと はi,口劇FDの前年度を、 「口棟年度Jと はilJl劇nlの始終年度をいいます.
「車来所年割!“区分Jと は 京 れ府,1の事来Tl等の事業lT IIJのためのエネルギーの使川にlIい究■するはと効果ガスを '輸 送11前捌Ⅲl K分J
とは、山rjJJこ泄送事来材についてはtt川の本たの位置を】く杯府内とするⅢ‖tの朝:Ⅲlするとえ効,ミガスを 拡 逆事兆イについてはTA rtする貨物Ⅲ
Ⅲ5又は旅々 IⅢⅢのコト」1するth室効央ガスを 「そのlt排出1区分」とは に赳以タトのす(rFjttfⅢにぉける事鴻,折年の事X4:「Ijjにいいた■するlLと効
央ガスをいいます。


